
2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体
 東京都・京都市・横浜市を始めとする51の自治体（12都府県、19市、15町、5村）が「2050

年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

 表明した自治体を合計すると人口は約4,900万人、GDPは約250兆円となり、日本の総人口

約39％を占めている。 （2020年1月18日時点）

那須塩原市 12万人

二戸市

東京都 1,352万人

山梨県 84万人

大阪府 884万人

徳島県 76万人

岩手県 128万人

神奈川県 912万人

郡山市 34万人

普代村

葛巻町久慈市

軽米町

洋野町 一戸町

野田村

九戸村

横浜市 373万人

小田原市 19万人

京都市148万人

生駒市 12万人

豊田市 42万人

三重県 182万人

みよし市 6万人

熊本県 179万人

長野県 210万人

秩父市 ６万人

北欧諸国（スウェーデン、デンマーク、フィンラ
ンド、ノルウェー、アイスランド）約2700万人、

米国カリフォルニア州約3900万人を超え、

スペイン約4700万人と同規模。

宮城県 233万人

1.5万人北栄町

群馬県 197万人

鹿児島市 60万人

菊池市

美里町

熊本市 宇土市

宇城市 阿蘇市 合志市

西原村

南阿蘇村

菊陽町

嘉島町

益城町 甲佐町

1億2,600万人

4,898万人
（39％）

太田市 22万人

滋賀県 141万人

玉東町 大津町

高森町

山都町

御船町


